
 

当事者団体による読書バリアフリーに関する活動について（個人の活動も含む） 

 

○三宅委員（日本視覚障害者団体連合） 

・令和２年度指導者研修会（令和３年２月 15 日） 

【別添１】読書バリアフリー法に関するオンライン研修会の開催について 

 

○見形委員（DPI 日本会議） 

・全国自立生活センター協議会 MLにより各自立生活センターへ啓発リーフレットを周知（令和３年４

月 30日） 

・『読書バリアフリー法で読書が変わる!!』動画を作成し、DPI 日本会議ホームページより配信（令和

３年度予定） 

・全国の国立療養所に入所している筋ジストロフィー患者へ啓発リーフレット周知（令和３年度予定） 

・特別支援学校や特別支援学級の子ども向けに動画を作成し、WEB 配信（令和３年度予定） 

・埼玉県やさいたま市行政に対して啓発リーフレットの周知・研修の提案【図書館とコラボ】（令和３

年度予定） 

 

○宇野委員（筑波大学附属視覚特別支援学校、日本弱視者ネットワーク） 

・千葉県公共図書館等中堅職員研修会講師：「読書バリアフリー法の概要と運用」（令和２年 10 月７日） 

・雑誌「すべての人の社会（11 月号）」に論文寄稿：「読書バリアフリー法推進に向けて」（令和２年 10

月） 

・鳥取県図書館業務専門講座講師：「読書バリアフリー法施行とこれからの公共図書館の役割 だれも

が身近に読書を楽しめるように」（令和２年 11月 20 日） 

・東京都立中央・多摩図書館障害者サービス研修講師：「読書バリアフリー法と公立図書館の障害者サ

ービス」（令和２年 12 月１日、10日） 

【別添２】図書館研修講演レジュメ 

 

○藤堂委員（認定 NPO 法人エッジ） 

・図書館総合展 オンラインシンポジウム「障害のある人の健康医療情報ニーズに対して図書館は何

ができるか―公共図書館に期待すること―」において登壇（令和２年 11月４日） 

（参考）アーカイブ：https://2020.libraryfair.jp/forum/2020/f005 

【別添３】発達障害者にとってわかりやすい健康医療情報とは 

・雑誌「学校図書館」に「学校図書館だからこそできること」を５回連載（令和３年度予定） 

・司書向け講座の講師（令和３年度予定） 
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令和３年６月１５日 

 

読書バリアフリー法に関する 

オンライン研修会の開催について 
 

社会福祉法人日本視覚障害者団体連合  

組織部長 三宅隆  

 

１．目的 

 各地域で読書バリアフリー法の基本計画の策定を進めるためには、ユーザーである地域

の視覚障害当事者が、自治体等に働きかけていくことが最も効果的である。そこで、読書バ

リアフリー法に関する理解を深め、各地域での運動に役立てることを目指し、全国の視覚障

害当事者団体向けに標記研修会を開催した。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、研修会をオンラインでの開催にしたこ

とで、全国の視覚障害当事者団体が参加することができた。 

 

２．開催概要 

 ・開催名  令和２年度指導者研修会 

 ・開催日  令和３年２月１５日（月） 

 ・参加者  日本視覚障害者団体連合の加盟団体の代表者等 約６０名 

 ・開催方法 Ｚｏｏｍを利用したオンライン開催 

 ・講師   厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部 

         企画課 自立支援振興室 室長補佐 今井 貴士 様 

 

 

  

【写真① 研修会の様子】          【写真② 研修会の様子】 
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３．開催内容 

（１）講師からの説明 

  資料を基に、同法の概要と関連事項の説明が行われた。資料については、事前に本連合

で点字版・拡大文字版・テキスト版を作成し、参加者に配布を行った。 

  なお、当日は、資料の説明に加え、最新の動向についても追加説明があり、直近で発出

された自治体宛の事務連絡等の重要な情報の紹介もあった。そのため、その事務連絡は、

後日、参加者に配布を行った。 

 

（２）質疑応答 

  参加者より同法に関する質疑が行われ、講師より回答を行った。質疑の一部にはユーザ

ー視点の要望も含まれており、省庁担当者の情報収集に繋げることもできた。 

   ※主な質疑内容 

    ①都道府県に基本計画を策定させるためには、どのような働きかけがよいか。 

    ②同法に関わる支援者の養成が必要ではないか。 

    ③同法を活用し、読書に関する日常生活用具の対象者を広げるべきではないか。 

 

（３）その他 

  開催終了後、加盟団体の役員等が

視聴し、同法に対する理解をさらに

深めることを目的に、研修会の様子

を記録した動画（ＤＶＤ版）と音声

（デイジー版）を作成し、加盟団体

に対して限定配布を行った。 

 

                    【写真③ 発行したＤＶＤ版とデイジー版】 

４．開催して良かったこと 

（１）当事者理解の促進、各地域での運動の後押し 

  法律や制度に関する難しい内容が丁寧に説明されたことにより、参加者の多くは同法

の内容を理解し、参加者からの満足度は非常に高かった。また、各地域の当事者団体の

代表者が参加したことにより、代表者から支部担当者に対して配布資料や記録物の提供

が行われ、さらなる周知を行うことができた。このことにより、各地域で視覚障害当事

者が基本計画策定を働きかけていく機運を高めることができた。 

 

５．今後の課題 

（１）視覚障害者への更なる周知 

  様々な視覚障害者に同法の意義等を尋ねると、一般ユーザーに近いほど同法を理解し

ておらず、自身の読書環境の向上に繋がることを知らない傾向があることが分かった。

特に弱視者（ロービジョン）ほどその傾向は強く、今後、一般ユーザーに近い視覚障害

者に対する同法の周知は鍵となっている。そのため、本連合では、一般ユーザー向けの

オンライン研修会の開催等を検討している。 
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【図書館業務専門講座資料】 

「読書バリアフリー法施行とこれからの公共図書館の役割」 

ーーだれもが身近に読書を楽しめるようにーー 

 

筑波大学附属視覚特別支援学校 宇野和博 

 

１． 法成立までの背景と経緯 

(1) 人類の繁栄と文字活字 

(2) 1970 年代の読書権保障の動き 

(3) 2008 年、「教科書バリアフリー」から「読書バリアフリー」へ 

(4)「 2010 年国民読書年」を目指して 

(5) 2013 年、マラケシュ条約採択 

(6) 2018 年マラケシュ条約批准、著作権法改正 

(7) 2019 年、読書バリアフリー法成立 

(8) 2020 年基本計画策定 

 

２． 読書バリアフリー法と基本計画 

(1) 求められる公共図書館、学校図書館、大学図書館の障害者サービス（第 9

条） 

(2) 縁の下の力持ち（障害者用電子図書館）の問題点（第 10 条） 

(3) どうなる？これからのバリアフリー図書製作（第 11 条第 2 項） 

(4) 障害者も本を自力で発売日に読めるようになるか（第 12 条） 

(5) 外国との図書データのやり取り（第 13 条） 

(6) 視覚障害者以外の読書支援機器補助（第 14 条） 

(7) 作る→蓄積する→届ける→支援する（第 15 条） 

(8) 期待される AI スピーカ（第 16 条） 

(9) 読書支援コーディネーター（第 17 条） 

 

３． 今後の課題 

(1) 鍵を握る基本計画と予算措置（第 6、7、8 条） 

(2) 小さく産んで大きく育てる（第 18 条） 
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